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一 はじめに

１ 住居賃貸借の連帯保証

住居を借りようとするとき，わが国では，たいていの場合，保証人（しかも

連帯保証人）が必要となる。保証人は，主たる債務者がその債務を履行しない

とき，その履行をする責任を負うものである〔民法４４６条〕。連帯保証人の責任

内容は，頭に“連帯”の付かない単純保証人とそれと同じであるが，連帯保証

人は，単純保証人の有する２つの抗弁権（催告の抗弁権，検索の抗弁権）〔民

法４５２～４５４条〕をもたない。そのため，連帯保証人は，主たる債務者がひとた

び債務不履行に陥れば，債権者から，主たる債務者よりも先に請求を受ける可

能性がある。賃料債権についての債権者である賃貸人の立場から見れば，主た

る債務者である賃借人が家賃を滞納した場合，賃貸人は，主債務者である賃借
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人に対して何の請求をすることもなく，連帯保証人に対して滞納賃料と遅延利

息とを一括で請求できることになる。主たる債務者と連帯保証人との間には，

保証人が主たる債務者に対して求償権を行使できるという意味で，主従の関係

が存続し続けるのであるが，債権者の立場からは，両者の主従関係を考慮する

必要はない（以下，単純保証と連帯保証を特に区別して論じる必要がない場合

には，ともに保証と表記する）。

賃貸借契約によって，賃借人はその物の使用利益を得，賃貸人は賃料を得る

ことができる。これに対して，保証人はその賃貸借契約から直接，法的利益を

享受するものではない。それにもかかわらず，事実上，保証人および保証契約

の存在は，多くの賃貸借契約において，賃貸人が債務不履行による不利益を被

るリスクを緩和するために，その契約の成立と存続のうえで不可欠なものと

なっている。主たる債務者である賃借人は，賃貸借契約を維持するために，不

利益だけを被り，利益を享受できない保証人を確保しなければならない。

上記の事情もあって，保証人の確保は一般には容易なことではない。日本国

内に家族や親類がおらず，保証人になってくれるほどの知人もいない留学生が，

保証人探しに困窮することは想像に難くないであろう。

２ 留学生の受入れと大学の責任
１）

わが国の留学生総数はいわゆる「留学生受入れ１０万人計画」により１０年ほど
２）

の間に倍増した（２００５年５月１日現在で１２万１８１２人）。１９９６年１２月には出入国

管理及び難民認定法施行規則の改正により，留学・就学の資格を有する入国者
３）

について，入国・在留手続時の身元保証人（入管法上の身元保証人）が不要と

１）１９８３年６月，中曽根康弘内閣総理大臣（当時）の指示に基づき，「２１世紀への留学生政策
懇談会」が留学生政策全般について２１世紀に向けての長期的視野からの検討を行い，同年
８月に２１世紀初頭において１０万人の留学生を受入れるため，留学生政策を総合的に推進す
るよう内閣総理大臣及び文部大臣に提言したものである。
２）�独日本学生支援機構『留学生受入れの概況（平成１７年版）』http://www.jasso.go.jp/statistics/

intl_student/data０５.html（２００６／０３／２９確認）
３）現在でも，出入国管理及び難民認定法施行規則（以下，入管規）により，「永住許可を申
請しようとする外国人」（２２条），「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」「定住者」（別表
第三）には身元保証書の提出が課せられている。外務省ホームページに掲載された身元保
証書には，「上記の者の本邦入国に関し，下記の事項について保証します。１．滞在費 ２．�
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４）
された。滞在費，帰国旅費，日本国法令の遵守を保証するものとされる身元保

証人の確保は，入管法上の身元保証人の責任の性質が法的にはあいまいである
５）

にもかかわらず，留学生の最初の困難の１つであったから，留学生にとっては

まさに朗報であった。

これに対して，留学生を受け入れる大学にとっては，問題はそう簡単ではな

い。大学が直接，留学生の受け入れについて，一切を任される立場に置かれる

こととなったからである。

その廃止以前，入管法上の身元保証人制度は，留学生とブローカーとの間で

トラブルが生じるなど，問題視されるようになっていた。１９９６年には，これを

回避するために，留学生を受け入れる大学が個別に機関として身元保証人を引
６）

き受ける事例も報告されていた。この流れを一気に加速させたのが，留学生に

ついての入管法上の身元保証人制度の廃止であった。留学生について身元保証
７）

人を不要とすることで，個別の「留学生受入れ機関保証書」を要することなく，

一般的に，留学生の受入れを行うすべての教育機関が入管法上の身元保証人に
８）

相当するものとして位置づけられることになった。つまり，これ以降，大学は，
９）

自身の「受入機関としての自己責任態勢」を厳しく問われることとなったので

帰国旅費 ３．日本国法令の遵守」と明記されている。外務省「国籍別本邦入国査証（ビザ）
手続き」http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/kokuseki/pdfs/kokuseki_１３.pdf １０頁（２００６／０３／
２９確認）等による。
４）法務省入国管理局入国在留課「留学生に関する出入国管理及び難民認定法上の身元保証
書の廃止について」外国人登録４５７号（１９９７年）５４～５６頁，月刊アジアの友３５０号（１９９６年）２５頁。
５）法務省入国管理局は次のような質問と回答を公開している（法務省入国管理局「外国人
の在留手続Ｑ＆Ａ」http://www.immi-moj.go.jp/tetuduki/zairyuu/qa.html（２００６／０３／２９確認））。
「Ｑ７ 提出書類に身元保証書がありますが，「身元保証人」とはどのようなものでしょ

うか。また，身元保証した際の責任はどうなっているのでしょうか。
Ａ 入管法における身元保証人とは，外国人が我が国において安定的に，かつ，継続的
に所期の入国目的を達成できるように，必要に応じて当該外国人の経済的保証及び法
令の遵守等の生活指導を行う旨を法務大臣に約束する人をいいます。
身元保証書の性格について，法務大臣に約束する保証事項について身元保証人に対

する法的な強制力はなく，保証事項を履行しない場合でも当局からの約束の履行を指
導するにとどまりますが，その場合，身元保証人として十分な責任が果たされないと
して，それ以降の入国・在留申請において身元保証人としての適格性を欠くとされる
など社会的信用を失うことから，いわば道義的責任を課すものであるといえます。」

６）文部省学術国際局留学生課「各大学における機関保証への取組み状況について」留学交
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１０）
ある。

本稿で取り上げる留学生の住居賃貸借における保証の問題は，実は，入管法

上の身元保証人に関する問題とは直結しない。なぜなら，入管法上の身元保証

は道義的責任であったが，賃貸借の保証が道義的責任では済まされない法的責

任を生じさせることに異論はないからである。そして，大学が従来の入管法上

の身元保証人に相当する役割を果たさなくてはならないとしても，それが，留
１１）

学生が直面するすべての保証人問題を引き受けることを意味しないのも当然で

ある。

留学生を受け入れる大学の役割と責任に関する議論はいまだ尽くされていな

い。本稿で検討するのは，そうした問題の１つ，留学生の住居の確保に関連す

る保証人問題である。

二 新しい留学生支援策

１ 留学生の居住環境

学生の住居としては学生寮もあるが，わが国では，学生寮に入寮できる者は

きわめて限られており，自宅から通学しない学生の多くは民間のアパート等に

入居している。留学生についても，各地，各大学に留学生用の寮が存在するが，

すべての留学生にゆきわたるほど十分ではない。日本学生支援機構の統計によ

流８巻８号（１９９６年）１０～１７頁，近藤祐一「機関保証制度の拡大について―南山大学を例と
したシミュレーションの試み」同１０～１１頁，長野香「立教大学の外国人留学生身元保証制
度の現状と課題」同１４～１７頁。

７）栖原暁「身元保証制度廃止後の留学生の入国・在留―大学の入管行政への関与の在り方
を考える」留学交流１０巻７号（１９９８年）６～９頁。

８）栖原暁・注７）９頁は「留学生の身元保証人の実際上の役割を大学が引き受けるという
方向が両省（筆者注：文部省と法務省）の間で事実上了解されていた」と指摘する。

９）栖原暁「入国在留のための身元保証人制度の廃止とその後の留学生の保証人問題」東京
大学留学生センター紀要８号（１９９８年）１５頁。

１０）法務省入国管理局入国在留課「留学生に関する出入国管理及び難民認定法上の身元保証
書の廃止について」外国人登録４５７号（１９９７年）５５頁，永田均「留学生の保証人制度廃止を
考える」龍谷大学国際センター研究年報（１９９７年）３４頁，外国人学生問題研究会（SISA）「外
国人学生等の受け入れに関する提言～外国人相談活動の現場から～」（２００５年）http://www.
abk.or.jp/asia/pdf/sisa０１.pdf５～６頁（２００６／０３／２９確認）。

１１）大学がより積極的に対応できる保証人問題として，大学入学時に学生が大学に対して提
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れば，２００５年度の留学生のうち，留学生宿舎や学生寮で暮らす留学生は２２％（２

万６７７３人）にとどまり，残りの７８％（９万５０３９人）は民間の宿舎・アパート等
１２）

に入居している。しかも，公的宿舎に入居する留学生数は前年度比で８５０人減

少している。

後述するように，今日では，保証料を徴収して賃貸借契約の保証を行うこと

を業とする保証会社も現れている。しかし，有償で行われる保証会社の保証が，

無償で行われる従来型の保証に完全に取って代わったわけではない。今日なお，

留学生の多くが住居の賃貸借契約の締結・継続のために保証人を必要としてい

る。

２ 留学生住宅総合補償制度

１９９９年３月，�内外学生センター（現在の�日本国際教育支援協会）は留学

生住宅総合補償制度を創設した。この制度は「外国人留学生が民間宿舎等へ入

居するにあたり，保証人を探す困難さと保証人の精神的・経済的負担を軽減し，
１３）

外国人留学生の民間宿舎等への円滑な入居を支援することを目的」とするもの

である。

それまでにも，大学や地域ごとに大学その他の機関が保証人となって留学生
１４）

の入居支援を行う例は見られたが，全国的な規模で行われるのはこの留学生住

宅総合補償制度が初めてである。２００６年１月２５日現在，６０３の教育機関が協力

出する身元保証書，債務保証書の問題がある。これらについては，文部省留学生課が平成
９年１０月８日付け文学留第１４４号「留学生交流の推進について（通知）」により廃止を求め
ている（文部省留学生課「留学生の保証人の問題に関する文部省等の取組について」留学
交流１０巻１号（１９９８年）１４～１５頁）。それを受け，東京大学では入学時の保証人制度を廃止
したようであるが（酒井和博「留学生の大学入学時の保証人の廃止について」大学と学生
４０１号（１９９８年）３２～３５頁），他大学の動向は不明である。
滋賀大学では新入生に対し「誓書」，「請書」という２種類の書面の提出を求めており，それ
ぞれ保証人の署名捺印欄が設けられているが，留学生用には特別に保証人欄のない「誓書」
が用意されている。「請書」は共通の様式であるが，留学生が保証人欄を空欄にしたまま
提出してきた場合には事務担当者が個別に事情を聴いて対応しているとのことである。

１２）�独日本学生支援機構『留学生受入れの概況（平成１７年版）』「（９）留学生宿舎の状況（平成
１７年５月１日現在）」http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data０５．html#no９（２００６／０３／２９
確認）

１３）�日本国際教育支援協会「留学生住宅総合補償制度の概要」http://www.jees.or.jp/crifs/（２００６
／０３／２９確認）
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校として登録している。

留学生住宅総合補償制度は，住宅総合保険と保証人補償基金の２つを柱とす

る。住宅総合保険は「借用戸室の失火，階下への水漏れ等貸主・他人に対する

補償」を，保証人補償基金は「留学生の家賃未払い等により貸主に保証債務を

履行したため損害を被った保証人に対する補償」を行う。住居賃貸借の保証に

関わるのは後者である。

３ 保証人補償基金
１５）

保証人補償基金制度は，留学生の賃貸借契約に対して，協会自らが保証人に

なるという制度ではなく，以下に述べるように大学等が保証人となる制度であ

る。また，協会は，留学生が締結する賃貸借契約の内容には直接的には関与し
１６）
ない。特徴的であるのは，制度の適用対象と保証人補償基金による補償額に関

する定めである。

Ａ 適用対象

留学生住宅総合補償制度の対象となる留学生は，日本の大学，短期大学，高

等専門学校，専修学校専門課程（専門学校）に入学した者（「留学」資格を有

する者）及び入学確実な者，�日本語教育振興協会の維持会員である日本語教

育機関に入学した者（「留学」又は「就学」資格を有する者）及び入学確実な

者に限定される。

１４）古城紀雄「『大阪大学留学生賃貸住宅連帯保証制度』について」留学交流１０巻１２号（１９９８
年）１２～１３頁，村上廣志「『福岡地域留学生住宅保証制度』―「アジアの交流拠点」福岡
の試み―」大学と学生３９３号（１９９７年）３７～４２頁，�福岡国際交流協会「留学生が暮らしや
すく学びやすいまちを目指して―福岡地域留学生住宅保証制度」自治体国際化フォーラム
９９号（１９９８年）１０～１２頁，「自治体が外国人留学生の「保証人」に。不動産団体と協力，「建
物賃貸借契約書」作成。」月刊不動産流通２０００年１１月号３６～３９頁，「自治体が外国人留学生
の「保証人」に。不動産団体と協力，「建物賃貸借契約書」作成。」月刊不動産流通２０００年
１１月号３９～４０頁等。
１５）詳細は，�日本国際教育支援協会『留学生住宅総合補償の解説～学校事務担当者マニュ
アル～』http://www.jees.or.jp/crifs/pdf/crifs_manual.pdf（２００５年）を参照（２００６／０３／２９確認）

１６）留学生住宅総合補償制度の標準的な加入手続は，①協力校が留学生に対して制度を案内
する（パンフレット，払込取扱票），②留学生が協会に対して保険料等負担金を振込む，③
留学生が協力校に対して制度申込みを行う（払込金受領証の提出），④協力校が留学生に
対して加入者証（学生用／保証人用控）を交付し，留学生が保証人に対し加入者証（保証人
用控）を引渡す，⑤協力校が協会に対して加入者名簿を送付する，という順に行われる。
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保証人は「賃貸借契約の連帯保証人」とされ，留学生の賃貸借契約の連帯保

証を無償で行った機関及び個人が対象となる。連帯保証でない保証，すなわち，

冒頭で述べた催告の抗弁と検索の抗弁を有する単純保証は，文言上，対象外と

されている。あえて単純保証を外し，適用対象を連帯保証に限定したのか，そ

の理由は明らかではない。連帯保証人として想定されているのは，具体的には，

大学等の教職員・学生部長・留学生センター長・留学生課長等，さらに地域の

国際交流協会・センター等である。専修学校専門課程（専門学校）及び日本語

教育機関在籍留学生については特別の限定があり，保証人の範囲は学校及び校

長・主任教員・事務長に限られる。

保証人に対する補償には限度がある。脚注１５）のマニュアルによれば，保証

人補償基金の補償項目は「①家賃（賃料）及び共益費，②借用戸室の修理又は

原状回復費用」である。また，補償金額には，「①と②を合わせて３０万円を限

度とする実費」という上限も定められている。

Ｂ 意義と限界

保証人補償基金制度は，一定の留学生のために一定の連帯保証人が保証契約

を締結し，それによって連帯保証人が損失を被った場合に，その損失を，上限

付きながら，埋め合わせをするというものである。

連帯保証人は，債権者に対する履行後，さらに主たる債務者に対する求償権

の譲渡を行った後，３０万円を限度に基金から実費を受け取ることができる。し

かし，連帯保証人に対する請求額が３０万円以下にとどまるとは限らない。それ

を超えるリスクにどのように対処するかは重要な問題である。

さらに，負担金を支払う留学生，確実な保証を得た賃貸人にモラル・ハザー

ドが生じないとも限らない。

たとえば，連帯保証契約であるために，賃貸人は，賃貸借契約の相手方であ

る留学生に対して請求するよりも先に，連帯保証人に対して請求することが可

能である。保証契約において保証額に上限を設けることはできる。しかし，保

証契約書には賃借人が負担する一切の債務を保証すると書かれていることの方

が多いであろう。一切の債務を保証人となった大学が支払ってくれると考えた
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賃貸人は，賃借人の賃料滞納による損失を抑止しようとする気を失うかもしれ

ない。

また，留学生は負担金を支払っている。そのために，「保証人の○○さんに

迷惑をかけてはいけない」という気持ちを持ちにくく，無償保証の存在によっ
１７）

て履行が促進されるという効果は薄れるであろう。保証料を支払ったのである

から，もし賃料が払えなくなったら，その保証料で補填してほしいと考える者

がいても不思議ではない。連帯保証人となるのが，個人ではなく，大学その他

の機関である場合にはなおさらである。

結局，保証人補償基金の補償が事後的に，しかも限度額つきでしか行われな

いものである以上，保証人となる者自身が，留学生の個別の賃貸借契約におい

て，リスクの発生をいかに抑えるかを考えなくてはならない。後で補償が受け

られるからと，安易に保証人になるわけにはいかないのである。

三 大学による住居賃貸借の保証

１ 滋賀大学における従前の対応

滋賀大学では，従来，留学生が独自に住居賃貸借の連帯保証人を見つけられ

ない場合には指導教員や留学生担当教員等が個人的な善意により，その留学生
１８）

の住居賃貸借について連帯保証人となるのが慣例であった。

しかし，再三述べたように，賃貸借契約の保証は名目的なものではなく，賃

１７）日本国際教育協会事業部共済課「『留学生住宅総合補償』事業について―留学生と保証
人の支援のために」留学交流１６巻１０号（２００４年）２７頁において，平成１６年３月末までの保証
人補償基金の補償金給付件数は１１１件，ほとんど行方不明等での家賃滞納・原状回復にお
ける保証人の債務弁済であると報告されている（限度額３０万円の給付が２件，平均給付額
は９万５０００円）。

１８）滋賀大学企画・国際課に調べていただいたところ，２００５年７月現在で滋賀大学には１５２
人（教育２８人，経済１２４人）の留学生が在籍していた。留学生宿舎や学生寮への入居者は１７％
（２６人）にとどまり， 民間宿舎・アパート等への入居者が８３％（１２６人）という多数を占める。
また，企画・国際課の「留学生の住宅情報」（本人の自主的届出）によると，民間アパー

ト等への入居件数は５９件，うち連帯保証が付いているもの３７件，連帯保証なしのもの１８件，
不明４件である。連帯保証人としては，大学関係者が１７件（うち指導教員３件），知人・友
人が１９件となっている。留学生宿舎や学生寮へ入居する場合にも保証人が必要で，指導教
員が保証人となっているものが４件，知人によるものが３件ある。
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貸人に対して賃借人が支払うべき金銭について，法的な支払義務が生じる。連

帯保証人となった個人に対しては，教職員の寄付による外国人留学生後援会の

基金で補助されることが予定されていたが，それでも連帯保証人となる個々人
１９）

が感じる負担は小さくない。また，留学生にとっても，とりわけ指導教員に対

して保証人欄への署名押印を求めることは本意ではないであろう。教育研究上

の指導とは異なり，快く受けてもらえるとは限らず，かつ，諾否にかかわらず，

人間関係に良くない影響を及ぼす可能性も否定できない。

２００６年４月より，滋賀大学でも，留学生の住居賃貸借の保証について，大学

の構成員個人ではなく，大学そのものが積極的に関与することになった。すで

に留学生住宅総合補償制度の協力校としての登録は済ませていたから，この制

度を積極的に利用するシステムを創設することとなったのである。

しかし，先に述べたように，留学生住宅総合補償制度の保証人補償基金は，

それが存在するからといって，保証人にとって万全の対策を提供するものでは

ない。法人として連帯保証人となる滋賀大学は，留学生の住居賃貸借について，

どのように留学生の受入れ責任を果たそうとするのか。今回，新システムの導

入に当たって用意された契約書の様式などを参照して，検討することにしよう。

２ 一般的な住居賃貸借の保証

大学による住居賃貸借の保証を検討するに先立って，住居の賃貸借の一般的

なしくみを確認しておく必要があろう。

住居の賃貸借が行われる場合，教科書事例のように２当事者間だけで賃貸借

１９）他大学のものではあるが，脇田里子「留学生のアパートの保証人問題」福井県留学生交
流協議会だより（２００１年）http://oriko.cup.com/PDF/０１１２_fukuiken.pdf（２００６／０３／２９確認）参照。
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契約が締結されることは稀であり，現実には保証人を巻き込んで３当事者によ

る３つの契約，すなわち，賃貸借契約，保証委託契約，保証（多くは連帯保証）

契約が締結される。理論的には，保証契約を伴わない賃貸借契約，保証委託契

約を伴わない保証契約も存在しうるが，現実にはほとんど存在しないであろう。

賃貸借契約締結に先立つ入居審査では，入居申込書に記載された保証人の現

住所，勤務先，年収等が考慮される。また，賃貸借契約書に署名押印がなされ

る段階では，保証契約書を兼ねる賃貸借契約書または保証人承諾書への保証人

の署名と実印による押印も必須である。

賃貸借契約の保証人には，時に賃借人の一切の債務に相当する重い責任が課

せられる。住居の賃貸借契約の保証は「貸金等根保証契約」〔民法４６５条の２〕

には当たらないため，責任限度額も定める必要がない。

保証人は債権者である賃貸人に対して，通常，収入や身元を証明する書類を

提出しなければならないが，逆に，保証人が保証契約書や保証人承諾書等，保

証人の責任内容を確認できる書類の交付を受けられるとは限らない。なるほど，

保証人が賃借人に対して個別に賃貸借契約書の閲覧を請求したり，履行状況を

確認したりすることは可能であろう。しかし，賃借人がその閲覧請求や確認に

誠実に対応しなかったとしても，それは賃貸人には関係がなく，保証契約には

何の影響も及ぼさない。

また，保証人は，通常，債権者の主導で作成された書面に署名押印を行う。

その責任内容を十分に把握していなかったとしても，自ら押印した以上，それ

を後に覆すことは非常に困難である。本稿の冒頭でも述べたように，保証人が

負わされる責任は決して小さいものではない。特に，保証人は，賃借人が一度

でも賃料を支払わなかったときに，賃借人への請求を経ずに保証人への直接請

求を受けることを覚悟しなければならない〔民法４５４条〕。また，責任範囲も，

滞納賃料の支払いばかりでなく，賃借人が火災を起こした場合の賠償責任にま

で及ぶ莫大なものとなりうる。

３ 滋賀大学による住居賃貸借の保証

前述したように，保証人補償基金を組み込んだ留学生住宅総合補償制度は，
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「外国人留学生が…保証人を探す困難さと保証人の精神的・経済的負担を軽減」

しようとするものである。しかし，この制度による保証人の精神的・経済的負

担の軽減は，協会への求償権譲渡と引換えに行われる補償金の給付によって実

現され，それですべてであった。

しかし，「賃貸借契約の連帯保証をした機関及び個人」にとっては，それだ

けでは済まされない。どのような内容の契約をどのような手順で締結するかは
２０）

重要な問題である。特に，留学生住宅総合補償規程のうち保証人が特に注意す

べき規定―賃借人の通知義務を定める２０条，補償金給付に関わる２６～２８条，保

証人補償基金の限度と求償権譲渡を定める３１～３２条―に照らし合わせて制度設

計を行わなくてはならない。

Ａ 保証人の資格

滋賀大学は，まず留学生住宅総合補償制度の利用を前提に構築する新しい方

式における保証人を，大学そのもの，国立大学法人滋賀大学とした。

協会の規程では，大学等の教職員・学生部長・留学生センター長・留学生課

長等が個人として賃貸借契約の連帯保証をした場合も対象とされていたが，個

人が保証人となる余地を許すと，教職員による責任の個人的な引き受けが懸念

され，留学生各自に依頼させることから生じる困難も解決されない。妥当な判

断であるといえるであろう。

また，大学が関係する事務の一切を引き受けるためには，この新方式におけ

る保証人を大学法人に一元化しておく方が便宜であろう。

Ｂ 主たる債務者の要件と賃貸借契約の内容

次に，大学は，留学生が大学に保証を委託する段階で，留学生との面談，審

査を行う。審査は，留学生が，大学所定の申請書に必要事項を記入し，留学生

担当教員の面接を受け，担当部署である国際センターに申請書を提出した後に

行われる。申請書には，氏名，性別，生年月日，国籍，所属，学籍番号，連絡

先，経済状況，同居する家族・学生，保証人を確保することが困難な事情を記

２０）注１５）参照。
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入する欄と留学生担当教員の署名押印欄がある。

留学生は，滋賀大学の学部，大学院に在学する外国人留学生（「留学」の資

格を有する研究生を含む）であって，自己努力で保証人を探すものの，どうし

ても適当な保証人が得られない者でなければならないとする。つまり，大学は

この保証システムを，大学外に保証人を見つけられない場合の，補充的なもの

として位置づけている。

留学生が配偶者及び子供と同居することは問題にならない。ただし，それ以

外の者との同居する場合には，大学による保証の対象となるのは，その同居人

も同じく滋賀大学に在籍する留学生で，かつ，留学生住宅総合補償制度に加入

しているときに限られる。

また，留学生が入居する賃貸物件は，大学所在地（彦根市，大津市）の近隣

区域内にある月額賃料１０万円以内のものに限定される。

Ｃ 留学生住宅総合補償制度への加入と負担金の支払い

留学生は，滋賀大学国際センターに対する保証人申請と前後して�日本国際

教育支援協会に対し１年間７，５００円（保険料５，０００円，保証人補償基金加入金

２，５００円），２年間１４，０００円（保険料９，０００円，保証人補償基金加入金５，０００円）

の負担金を支払い，その振込金受領証を添えて，国際センターで留学生住宅総

合補償制度の加入申込みを行う。
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Ｄ 賃貸借契約および保証契約の大学によるコントロール

滋賀大学国際センターは，申請する留学生の住宅事情と大学が保証を行う必

要性を十分に調査し，留学生住宅総合補償制度への加入と所定の書類を確認し

て，保証委託を受けるか否かを決定する。その後，「滋賀大学留学生賃貸住宅

連帯保証人申請書」および「誓約書」に留学生の署名をさせ，その提出を受け

る。

さらに，大学は，賃貸借契約と保証契約それぞれについて，所定の様式を用

意した。一般的な賃貸借契約書兼保証契約書と異なる点が２つある。保証人の

責任の範囲と賃貸借契約の解除に関する。

ａ 保証人の責任の範囲

第１の特徴は保証人の責任範囲の限定である。契約期間，賃貸物件の所在や

賃料，保証金（敷金），同居人についての要件は，保証人が負うべき責任の範

囲に影響を及ぼす〔保証契約書１条〕。また，主たる債務の種類と限度額に関

する定めも設けている〔保証契約書２条１項，賃貸借契約書１９条〕。保証人と

しての大学は「一 滞納家賃および共益費とその延滞損害金 二 退去に伴う

原状回復経費（通常の使用による損耗によるものを除く。）三 行方不明時の

家財等の処分経費」について，それを留学生住宅総合補償に係る保証人補償の

最高額３０万円を限度に負担する。さらに，「本賃貸借契約の解除時には，保証

金の解約後の残高を充当した残余とする。」との定めもある。

ｂ 賃貸借契約の解除

第２の特徴は，賃貸借契約の解除および賃貸物件の明渡しに関し，保証人が

賃借人を代理する点である〔保証契約書２条２項，賃貸借契約書２０条〕。保証

２１）一 乙が賃貸料等を２か月以上滞納し，甲が催告を行うもその支払いをしない場合
二 乙が賃貸料等を１か月以上滞納し，所在不明の場合（大学に無断で帰国する場合を含む）
三 乙が死亡又は破産その他の事情により賃貸借契約の履行が困難な状況に陥った場合
四 乙が退学・卒業等により滋賀大学の学籍を失っても，住居を変更しない場合に，賃貸
借契約を一旦解約し，新規の保証人による賃貸借契約を締結しない場合

五 乙が留学生住宅総合補償を更新しない場合，および条件を満たさない同居人が判明し
た場合
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２１）
人である滋賀大学は，所定の５つの場合に，賃借人に代わって賃貸借契約を解

除し，賃貸物件の明渡しを行うという。この代理権の範囲には，賃借人が受け

取るべき保証金（敷金）の受領権限も含まれる。

従来の保証理論に照らすと，留学生が卒業，退学，転学等により滋賀大学の

学籍を失うといった場合でも，保証契約が当然に失効することはない。保証契

約の契約当事者は保証人と債権者であり，主債務者と保証人との間の事情の変

化は保証契約に影響を及ぼさないと考えられるからである。

しかし，今回，滋賀大学は，卒業などの後にも同一の住居に住み続けようと

する留学生には，「賃貸借契約を一旦解約し，新規の保証人による賃貸借契約

を締結」することを要求する。賃借人である留学生がすすんで賃貸借契約を解

約しない場合には，保証人である大学が率先して賃貸借契約を解除する。保証

契約の解約，保証人の責任の消滅をもたらすために，主たる契約まで終了させ

ようとするものである。

４ 若干の検討

滋賀大学は，上記のように，留学生住宅総合補償制度の利用を前提として，

大学が留学生の住居賃貸借を保証するためのシステムを整備した。大学の利益

を損なわないように，かなり用心深く設計された点は評価できようが，その反

面，留学生を受け入れる大学として適切であるかどうかが問題となろう。保証

会社による保証，個人による無償保証と対比して検討することにしたい。

Ａ 保証会社と対比して

近時，従来の中小企業融資や住宅ローン等の信用保証に加えて，賃貸借契約
２２）

の保証を業として行う会社が増えてきている。留学生の締結する賃貸借契約に

ついて大学が保証を行う場合，債権者である賃貸人または賃貸物件の管理会社

から見ると，大学は保証会社に相当する立場に置かれることになる。両者の異

同を見ていくことにしよう。

２２）全国保証株式会社（昭和５６年２月設立，平成７年３月賃貸住宅家賃保証業務開始）http:/
/www.zenkoku.co.jp/，日本賃貸保証株式会社（昭和６３年９月設立，平成７年７月賃貸借保証
業務開始）http://www.jid-net.co.jp/，日本セーフティ株式会社（平成９年２月設立）http://www.
nihon-safety.co.jp/，全保連株式会社（平成１３年１１月設立）http://www.zenhoren.jp/等がある。
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賃貸人（左図参照）または賃貸物件の管理業者（右図参照）と保証会社との

間に協定または代理店契約が結ばれていれば，保証会社との間で保証委託契約

を締結することにより，賃借人は自分自身で連帯保証人を用意しなくても，賃

貸借契約を締結することができる（保証会社による保証があっても，追加的に

他の連帯保証人を要する場合もある）。

ただし，保証会社との間で賃貸借信用保証委託契約を締結した賃借人は，契

約締結時に一括で所定の保証料を保証会社に対して支払わなければならない。

保証金の支払いに加えて，敷金，礼金や保証金が必要となるか否かは個々の契
２３）

約により異なる。保証料の金額も会社ごと保証内容ごとに異なっている。

保証会社による保証は，各種公益法人による入居支援事業も含め，従来の方

２３）日本賃貸保証�は，全国各地の賃貸仲介業務・賃貸住宅管理業務を行う不動産業者と代
理店委託契約（業務委託契約）を締結して事業を行う形態をとるが，保証料は契約期間２年
で月額賃料等の３０％，３年間４５％，５年間７５％である。更新時も同率とする。月額賃料等
が５万円以下の場合には基準額５万円に基本保証率をかけるため，２年間であれば１５，０００
円となる。保証範囲は，賃貸保証委託契約書に記載された家賃・管理費・共益費・駐車場
等の契約期間の賃料等相当額，契約解除後の残留物撤去・保管・処分で同社が認めた費用，
法的手続きなどに要する費用である。
日本セーフティ�の保証人代行システム（パーフェクト保証制度）では，他に保証人がい
ない場合，初回保証料金を家賃合計額の１ヶ月分（５万円未満は一律５万円），更新保証料
金を家賃合計額の２５％とする。保証期間は２年で，家賃滞納（管理費，共益費，駐車料金等
含む），物件の原状回復費，行方不明時の残留物の処理費用，明渡し訴訟等法的手続きに
要した費用（弁護士費用含む）をカバーする。滞納家賃については無制限であるが，原状回
復費については３０万円を保証限度額とする。
全保連�は，保証期間を設定せず，更新時保証料をとらない。保証料の支払いは契約時

１度きりである。ただし，基本的には他の連帯保証人が１人求められており，連帯保証人
を立てない場合には特別の審査が必要だという。保証料は，住居用で連帯保証人が１名い
る場合は月額賃料の４０％，保証人がいない場合は月額賃料の８０％，賃借人が学生である場
合は一律１万円とする。保証範囲には，住居用は月額賃料の１０ヶ月，事務所その他用は５�
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式では住居が確保できなかった人々に活路を開くものであり，その点ではきわ

めて画期的なものである。

しかし，その反面，保証会社は「保証」業務，すなわち，滞納家賃の立替え

やその後の督促，賃借人の立退き・明渡しを行うことによって，会社として利
２４）

潤を追求しなければならない。このためもあって，疑問な点も存在する。

ａ 賃貸借契約の解除

賃貸借契約の解除に関しては，従来，裁判所は，「賃貸借契約については，

それが当事者間の信頼関係を基礎とする継続的債権関係であることにともなう

別個の配慮を要する」ものであることから，「信頼関係が賃借人の賃料の支払

遅滞を理由に解除の意思表示を要することなく契約が当然に解除されたものと
２５）

みなすのを相当とする程度にまで破壊された」か否かを基準に解除の可否を慎

重に判断してきた。しかし，保証会社による保証では，滞納賃料を賃貸人にす

ヶ月分，店舗用は４ヶ月分の賃料等（家賃・共益費・駐車場代等）と同社の規定による入居者
退去後の原状回復費，空渡し訴訟費用（弁護士・裁判費用），残置物処理費用が含まれる。
全国保証�の場合，民間の賃貸管理会社と協定を結ぶほか，現在では各地の住宅供給公

社や�高齢者住宅財団の入居支援事業にも関わっており，保証料の体系はそれぞれ異なっ
ている。神奈川県住宅供給公社（http://www.kanagawa-jk.or.jp/chintai/seido.html）が賃貸人と
なる賃貸借契約において全国保証�が保証人となる場合，保証料は月額家賃等の２０％で１
年ごとに更新がなされる。更新時保証料は初回保証料と同額である。保証範囲は，家賃等
（共益費含む）月額６ヶ月相当分（但し，特定優良賃貸住宅については入居者負担額の部分），
これらの債務に付帯する延滞損害金，退去に伴う原状回復費（但し，１０万円が限度）である。
横浜市住宅供給公社が行う横浜市民間住宅あんしん入居事業（http://www.city.yokohama.jp/
me/machi/housing/minju/annyu/index.html）は，家賃等の支払能力があるものの保証人がいな
いことを理由に民間賃貸住宅への入居を断られてしまう高齢者，障害者，外国人，特定疾
患患者，ひとり親家庭，配偶者等からの暴力被害者，生活保護受給者，児童福祉施設等退
所者，ホームレス自立支援施設退所者を対象とする。保証料は，最初の２年間については
月額家賃等の３０％（低所得者には市の助成あり），更新からは２０％とされる。�高齢者住宅
財団（http://www.koujuuzai.or.jp/）は，高齢者家賃債務保証制度，障害者家賃債務保証制度
を実施し，それぞれ財団自身が滞納家賃（共益費および管理費を含む）を保証する。保証料
はいずれも，２年間の保証で月額家賃の３５％である。保証範囲は，滞納家賃の６ヶ月分に
相当する金額を限度とし，原状回復費用，損害賠償債務等は含まないものとする。また，
保証義務の履行は，原則として入居者の退去後とされている。

２４）�日本賃貸住宅管理協会「連帯（滞納）保証システム調査（２００５／１１／１７）」http://www.jpm.gr.
jp/webnews_msg/１０６７.html（２００６／０３／２９確認）

２５）最二判昭和５１・１２・１７判タ３４８号１９１頁は，賃借人が賃料の支払を１か月分でも怠ったと
きには建物賃貸借契約は当然解除となる旨の訴訟上の和解条項に基づく契約の当然解除の

�

�
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みやかに支払うことこそが，賃貸人に対するセールスポイントとなる。保証会

社による滞納賃料相当額の支払いは賃貸借契約の解除後に行うこととするもの

が多く，その結果，場合によっては賃借人の１度の滞納によって賃貸借契約が

解約されるという事態も生じかねない。

なるほど，賃借人が賃料を１ヶ月分でも滞納したときは催告を要せず契約を

解除することができる旨を定めた特約条項について，その有効性が認められた
２６）

ことはある。しかし，その事案は５ヶ月分の賃料を滞納した後の建物明渡しに

関するもので，しかも，無催告解除特約も「催告をしなくてもあながち不合理

とは認められないような事情が存する場合」について限定的に認められている

にすぎない。そうすると，賃借人の利益を一方的に奪う賃貸借契約の解除は，

消費者契約法１０条に照らすと，その合理性が疑わしく，賃貸人ではなく，賃借

人の代理人としての保証人が行うとしても行き過ぎの面があるといわざるをえ

ない。いくら書面に明記したとしても，賃借人に対して説明を尽くしたとして

も，無効と判断される可能性は否定できない。

そして，このことは大学が保証を行う場合でも同じであろう。留学生住宅総

合補償規程２８条によれば，保証人が補償金を申請できるのは，「（１）補償金を

給付する場合における債務不履行によって，賃貸人が，当該賃貸借契約を解除

し，かつ，補償期間中に留学生に当該賃貸借物件の明け渡しを完了させた時，

（２）賃貸借契約が前号の事由によらないで終了し，補償期間内に留学生が賃

貸借物件の明け渡しを完了した場合において，補償金を給付する場合の債務の

履行遅滞が相当期間におよぶ等の理由から，保証人がその取立てを困難である

と認めた時」である。補償金の給付を確実にしたい大学としては，滞納賃料な

主張を否定している。
２６）最一判昭和４３・１１・２１民集２２巻１２号２７４１頁は，「家屋の賃貸借契約において，一般に，
賃借人が賃料を一箇月分でも滞納したときは催告を要せず契約を解除することができる旨
を定めた特約条項は，賃貸借契約が当事者間の信頼関係を基礎とする継続的債権関係であ
ることにかんがみれば，賃料が約定の期日に支払われず，これがため契約を解除するに当
たり催告をしなくてもあながち不合理とは認められないような事情が存する場合には，無
催告で解除権を行使することが許される旨を定めた約定であると解するのが相当である」
とする。

�
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どを補償金の上限である３０万円以内で収まるように賃貸借契約の解除と賃貸物

件の明渡しを急ぎたいが，反面で，このことは賃借人の利益を害する可能性が

ある。契約書や誓約書において解除に関する代理権が保証人に付与された旨，

明記されたとしても，これもまた地位の濫用であり条項は無効となる可能性が

高い。

ｂ 賃借人の負担金とリスク計算

先に見たように，保証会社による保証において求められる保証料は，会社ご

と，保証内容ごとに異なっている。現在のところ，可変保険料率が導入されて

いる保険とは異なり，契約者ごとに保証料率が異なるというところまでは進ん

でいないようである。しかし，それでも，月額賃料等を基礎として，保証料率

をかけて保証料を算定している点，そして会社ごとに保証料率が異なる点から，
２７）

いくらかは「冷静なリスク計算」が行われているといってよいであろう。

これに対して，留学生総合住宅保障制度における留学生の負担金は全国，全

加入者一律である。保証人補償基金への加入金部分は１年間２，５００円，２年間

５，０００円であるから，保証会社に住居賃貸借の保証を委託した場合と比べると

かなり割安に設定されている。この点，負担金を支払う留学生にはメリットで

あろう。しかし，賃借人に代わって請求を受ける保証人の立場で考えると，全

加入者一律の負担金は，リスク調整のための手段としては十分なものではない。

ｃ 保証人による履行

保証会社は，それぞれ保証料を徴収し，少なくとも理論上は，将来の履行請

求に備えて一定額を保持しているはずである。

これに対して，大学は，留学生からの負担金を受け取っていないため，負担

金を将来，履行請求を受けた場合の備えにすることができない。その代わり，

賃借人による建物明渡しの後，すなわち，保証人補償を受けられる可能性が高

まってから，保証金（敷金）充当後の残額について履行請求に応じることにし，
２８）

その額も保証人補償の最高額（３０万円）を上限とした。問題は，賃貸人がこの

２７）椿寿夫・伊藤進編著『法人保証の研究』有斐閣（２００５年）４頁（初出，椿寿夫「法人保証
序説」椿寿夫編『法人保証の現状と課題』別冊 NBL６１号（２０００年）１～４頁）。
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ような内容の保証契約で満足するかどうかである。保証契約の中で保証人の責

任範囲を明確にしておくことは望ましいことであるが，債権者が圧倒的な優位

に立つわが国の慣行を考えれば，衝突が生じるかもしれない。賃貸人の理解を

得る努力を惜しめば，このシステム自体，まったく運用できなくなるおそれも

ある。

ｄ 小括

大学による住居賃貸借の保証は，保証人が法人であるという点だけが保証会

社によるそれと同じであるが，他の点は大きく異なっている。保証会社は，賃

借人から独自に算出した保証料を受け取り，賃借人による賃料滞納時等には，

賃貸人への履行をすみやかに行う。しかし，大学は，リスク調整の手段となる

保証料を算定するどころか，受け取ることさえできず，履行請求を受けた場合

の元手も大学自身が用意しなければならない。

大学による住居賃貸借の保証は，保証人の主体を基準に分類すれば，確かに
２９）

法人保証といえようが，「保証」業務に精通しているわけではない大学が保証

会社と同様の存在になれるはずはない。また，なるべきでもないであろう。

Ｂ 個人による無償保証からの示唆

保証料の設定により履行請求の現実化というリスクに対応する保証会社によ

る保証とは異なり，無償で保証を引き受ける個人による保証において重要なの

は保証人と主たる債務者との間の人間関係である。

保証人にとっては，主たる債務者に代わって義務を履行した場合に主たる債

務者に対して求償権を行使できる〔民法４５９条〕ことよりも，むしろ主たる債

２８）注１５）のマニュアルによれば，保証人補償基金の補償項目は「①家賃（賃料）及び共益費，
②借用戸室の修理又は原状回復費用」である。また，補償金額には，「①と②を合わせて
３０万円を限度とする実費」という上限が定められている。
２９）注２７）２０頁（初出，椿寿夫「“法人（による）保証”論のための序説（上）（下）」ジュリスト
１１３０号（１９９８年）１１４～１１９頁，１１３１号（１９９８年）１１５～１２２頁）では，法人保証は①公共公益型（国
などの公法人），②特殊公共型（協会保証やそれの類似機関），③営利営業型（金融機関・保
証会社など）の３つに分類されている。また，平野裕之「法人保証の特質―消費者保証と
事業者保証」注２７）１０６～１２７頁は，消費者（ないし個人）保証と事業者保証を区別したう
えで，その中間に位置するものについては柔軟に処理することが必要であるとしており，
示唆に富む。
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務者が「保証人に迷惑をかけてはいけない」と意識して債務をきちんと履行し

てくれることの方が重要である。

ａ 保証とモラル・ハザード

債務の履行は，保険事故以上に関係当事者の意思に左右される。そのため，

債務の保証には常にモラル・ハザードの懸念が付きまとう。

債権者にとって，より確実な保証である連帯保証により，債権者は，主たる

債務者と保証人との主従の位置づけを気にしなくなり，あろうことか，賃貸借

契約の相手方である留学生に対して請求するよりも先に，保証人に請求するこ

とが可能となる。

保証人補償基金による補償は，実際には確実かつ無制限なものではなく，保

証人は自らリスクを管理しなくてはならない。しかし，もし，より容易に補償

を受けることができるならば，債権者による請求の妥当性を十分に吟味するこ

となく履行に応じてしまうかもしれない。

また，主たる債務者についても同様である。主たる債務者自身が留学生住宅

総合補償制度に加入するための負担金を支払うため，無償の個人保証ならば感

じるであろう「保証人をしてくれている○○さんにこれ以上の迷惑をかけてい
３０）

けない」という気持ちになりにくくなる。留学生住宅総合補償制度が始まった

１９９９年から２００４年３月末までの補償金給付件数は１１１件であった。数の多少は

ともかく，補償金給付に至った理由のほとんどが留学生の行方不明等によるも
３１）

のであったことは看過しえないのではなかろうか。

賃借人が賃貸借契約の債務を確実に履行するよう促し，賃貸人が保証を，保

証人が基金による補償を，当てにしないようなしくみをつくることが必要であ

３０）「自治体が外国人留学生の「保証人」に。不動産団体と協力，「建物賃貸借契約書」作成。」
月刊不動産流通２０００年１１月号３８頁によれば，制度の当初の契約期間である１年または２年
が経過した後，再契約する留学生は少なく，制度利用者２３２名のうち約６０％が未加入者と
なっていたようである。理解不足や単なる不注意も含まれるであろうが，再契約が行われ
ないときに最も迷惑を被るのは保証人である。

３１）日本国際教育協会事業部共済課「『留学生住宅総合補償』事業について―留学生と保証
人の支援のために」留学交流１６巻１０号（２００４年）２７頁。なお，限度額である３０万円の給付が
２件あり，平均給付額は９万５０００円である。

１２４ 田中穂積講師追悼号（第３６０号）



る。

ｂ 従来方式の再評価

これまで，滋賀大学では，非公式ながら，住居紹介者である生協，留学生の

生活相談に応じる留学生担当教員や企画国際課，仲間である留学生会や院生会
３２）

による個々の留学生に対する支援が行われてきた。また，賃貸借契約上のトラ

ブルは賃貸人から生協を介して大学側にも伝わっており，しかも，賃貸人が連

帯保証人に対して直接，履行請求をすることはなく，大学や生協が留学生に対

して賃貸人に滞納賃料等を支払うよう促してきたという。催告の抗弁権等の存

在しない連帯保証が締結されていても，実際には，関係者が一丸となって主た

る債務者に履行を促しているという状況が実現されていたのである。

このような実態は保証人になるよう依頼を受ける教員側にはあまり知られて

いなかったし，連帯保証が法的責任である以上，書面通りの請求を受ける可能

性も否定できないため，もはや，個人が保証人となることは適当ではない。し

かし，従来方式によって実現されていたモラル・ハザードを抑止するしくみを，

法人としての大学自体が保証人となる今後も，活かし続けることはできるので

はないだろうか。

大学が保証を行うといっても，その保証は専門的に業として行うものではな

い。しかも無償である。無償保証の生命線は主たる債務者と債権者との人間関

係にある。大学による保証が，留学生の無責任を助長し，責任転嫁を発生させ

る装置へと堕してしまう危険は回避されなくてはならない。

四 結 語

住居賃貸借の保証は，入管法上の身元保証とは異なり，道義上の責任問題で

はなく法的な責任を生じさせる。しかし，大学が保険会社のような「冷静なリ

スク計算」に基づいて留学生の住居賃貸借の保証を引き受けることは不可能で

ある。そのことを自覚したうえで，大学としては，むしろ，従来方式である個

人の無償保証にならって，留学生との関係を密に保ち，留学生が債務不履行に

３２）滋賀大学彦根地区生活協同組合の店長小島守義氏へのインタビューによる。
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陥らないよう助言や指導を行うべきであろう。

留学生住宅総合補償制度において，保証人補償基金による補償の適用対象は

なぜか連帯保証人に限定され，単純保証人は除外されている。しかし，これに

は説得的な理由がない。この制度の適用対象となる保証人は，連帯保証人だと

いっても，保証会社による保証における保証料のように，主たる債務者である

留学生から負担金を自ら受け取っているわけではない。また，一般に連帯保証

のほうが債権者に有利であるといわれているが，賃貸人がすべて，主たる債務

者に対する履行請求はどうでもいいから，連帯保証人から確実な弁済を得よう

と考えているわけでもない。規程を改正して，留学生の住居賃貸借の現場に近

い者に，せめて，単純保証にするか連帯保証にするかの選択の余地を残すのが

望ましい。

住居賃貸借の保証に関する問題は法的効果に直接的に結びつくため，留学生

を受け入れる大学の責任の議論としては，かなり周辺的なものであろう。しか

し，住居の確保は誰にとっても重要な問題である。今後の見直しの中で，滋賀

大学における保証システムがよりよいもの，大学の各構成員が安心して協力で

き，モラル・ハザードも防止しうるものとなるよう改善を続けていく必要があ

ろう。

付記：本稿は，平成１７年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究（B）課題番号１７７３００６６）

の助成による研究成果の一部である。
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